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介護福祉士のＸは、訪問介護事業・家政
婦紹介あっせん事業などを営むＹ社に家政
婦兼訪問介護ヘルパーとして登録され、家
事業務や介護業務に従事していた。Ｙ社の
サービス利用者であるＺ宅で家政婦兼訪問
介護ヘルパーとして働いていた他の家政婦
が休暇を取得している間、Ｘは代替要員と
してＺ宅に住み込み、家事業務と介護業務
に従事した。
7日間の住み込み業務を終えた後、Ｘは
某市内の入浴施設に立ち寄ったが、その日
の深夜に施設内のサウナで倒れているとこ
ろを店員に発見された。救急搬送されたが、
搬送先の病院で死亡が確認された。死因は
急性心筋梗塞または心停止と診断された。

Ｘの遺族は管轄の労働基準監督署に対
し、Ｘの死亡はＹ社の業務に起因するもの
として労災保険法の遺族補償給付と葬祭料
を請求した。しかし労基署は、Ｘは労災保
険法が適用されない「家事使用人」に当た
るとしてそれらを不支給とした。Ｘの遺族
はその処分を不服とし、労災保険審査官へ
の審査請求および労働保険審査会への再審
査請求を行ったが、いずれも棄却された。
Ｘの遺族は不支給処分の取消しを求め
て訴訟を提起。地裁での第一審は、Ｘの家
事業務がＺの息子との間で結ばれた家政婦
としての雇用契約の下で行われていたこと
や、Ｙ社との契約に基づく訪問介護サービ
スに係る業務が過重とまではいえなかった
ことなどを理由に遺族の請求を棄却した。
しかし高裁での控訴審では、Ｚ宅での家事
業務及び介護業務が一体としてＹ社の業務
であることと、7日間ほぼ休みなく住み込

が

え
る



《安全スタッフ》2025・4・1　　29

■ 解説 ■

みで働いたことが「短期間の過重業務」に
当たることからＸの死亡に業務起因性を認
め、業務上と判断された。

労災保険法は業務上の事由又は通勤に
よる労働者の負傷、疾病、傷害、死亡等に
対して必要な保険給付を行うための法律だ
が、ここで言う「労働者」とは労働基準法
上の労働者を指すため、労働基準法が適用
されない家事使用人などには労災保険法も
適用されない。厚生労働省作成の「家事使
用人の雇用ガイドライン」によると家事使
用人とは「ご家庭と直接労働契約を結び、
ご家庭との雇用関係の下において、家事一
般に従事する方」と定義しており、家事使
用人の雇用主は家事サービスを受ける家庭
であることと、家政婦（夫）紹介所は家事
使用人と家庭との労働契約成立をあっせん
する機関であることを示している。
本件ではＸの雇用主はＺの息子であり、
Ｙ社は登録家政婦であるＸをＺの息子に紹
介して当事者間の労働契約成立をあっせん
するという体裁になっていた。またＸは家
事業務に併せて訪問介護ヘルパーとしての
介護業務にも当たっていたが、これはＹ社
に雇用されるヘルパーとしてＺ宅に派遣さ
れる形になっていた。ＸがＺ宅で住み込み
の仕事を始めるに当たり、紹介状や求人票
兼労働条件通知書は交付されていたが、雇
用契約書は交付されていなかった。また労
災保険の特別加入もしていなかった。
ガイドラインでは、Ｘのように同一家
庭で家事使用人としての業務と訪問介護ヘ
ルパーとしての業務を組み合わせて行う場
合、これらを明確に区分し別の時間帯に別
のサービスとして行われる必要があるとし
ている。本件では、Ｘに交付された労働条

件通知書において、午前０時から午前５時
までの休憩時間を除く19時間のうち１日
３回計4時間30分が介護業務の実施時間
とされた。労災保険が適用される労働時間
は介護業務の実施時間のみであり、家事使
用人としての労働時間には労災保険が適用
されないから、Ｘの死亡には業務起因性が
なく保険給付は支給されないというのが地
裁判決までの判断であった。
ところが高裁での控訴審判決では、これ
らの判断が覆された。ＸがＺ宅での住み込
みの仕事を始めるにあたりＺやその息子、
そしてＹ社との間で雇用契約書が交わされ
ていなかったこと、家政婦としての賃金と
訪問介護ヘルパーとしての賃金が区別され
ておらずそれらが一体となって１日当たり
の賃金がＹ社から支払われていたこと、書
面上は区別されていたものの実際は家事業
務と介護業務を区別するのは困難であった
ことなどから、Ｚ宅での住み込みの仕事は
一体としてＹ社の業務に当たると判断され
た。そのためＸは家事使用人に当たらず、
Ｘの死亡は短期間の過重業務によるものだ
から、労災保険の給付を不支給とした労基
署の処分は取り消されることとなった。
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